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Ⅴ　財務の状況

 １　予算･決算対照表（平成28年度）

単位:円(消費税込み)、％

予  算  額 決  算  額 比　率

(A) (B) (B/A)

第1款 4,581,993,000 4,576,167,795 99.9

第1項 営 業 収 益 3,482,253,000 3,501,726,435 100.6

第2項 営 業 外 収 益 1,099,740,000 1,074,441,360 97.7

第1款 4,903,478,000 4,619,612,879 94.2

第1項 営 業 費 用 4,308,373,100 4,024,608,266 93.4

第2項 営 業 外 費 用 595,004,900 595,004,613 100.0

第3項 予 備 費 100,000 0 0.0

△ 321,485,000 △ 43,445,084 13.5

第1款 593,641,000 10,273,000 1.7

第1項 負 担 金 593,641,000 10,273,000 1.7

第1款 3,139,695,040 2,397,667,249 76.4

第1項 建 設 改 良 費 1,297,136,040 555,208,560 42.8

第2項 企 業 債 償 還 金 1,842,459,000 1,842,458,689 100.0

第3項 予 備 費 100,000 0 0.0

△ 2,546,054,040 △ 2,387,394,249 93.8

注:資本的収支の決算額(B)欄の補てん財源内訳

収 支 差 引

収 支 差 引

科 目

資本的収入額が資本的支出額に不足する額2,387,394,249円は、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支
調整額10,912,664円、及び過年度分損益勘定留保資金2,376,481,585円で補てんした。

収

益

的

収

支

資

本

的

収

支

水 道 用 水 供 給 事 業 収 益

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

水 道 用 水 供 給 事 業 費 用
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２　損益計算書比較

構 成 構 成 構 成

　　科      目
比 率 比 率 比 率

水道用水供給事業収益 4,633,051,089 100.0 4,692,469,016 100.0 4,316,781,046 100.0 107.3 108.7 100.0

　営   業   収   益 3,560,298,528 76.8 3,572,401,618 76.1 3,242,339,328 75.1 109.8 110.2 100.0

給 水 収 益 3,535,940,118 76.3 3,548,728,118 75.6 3,217,586,928 74.5 109.9 110.3 100.0

受 託 工 事 収 益 1,763,960 0.0 － － － － －

そ の 他 営 業 収 益 22,594,450 0.5 23,673,500 0.5 24,752,400 0.6 91.3 95.6 100.0

　営  業  外  収  益 1,072,752,561 23.2 1,120,067,398 23.9 1,074,441,718 24.9 99.8 104.2 100.0

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,229,712 0.1 2,120,500 0.0 1,663,772 0.0 134.0 127.5 100.0

県 補 助 金 7,855,920 0.2 40,284,000 0.9 － － － －

長 期 前 受 金 戻 入 額 1,048,185,485 22.6 1,047,053,306 22.3 1,047,013,706 24.3 100.1 100.0 100.0

雑 収 益 14,481,444 0.3 30,609,592 0.7 25,764,240 0.6 56.2 118.8 100.0

水道用水供給事業費用 4,470,506,273 100.0 4,418,586,646 100.0 4,401,030,128 100.0 101.6 100.4 100.0

　営   業   費   用 3,950,256,034 88.4 3,948,636,081 89.4 3,967,939,415 90.2 99.6 99.5 100.0

議 会 費 284,581 0.0 290,826 0.0 284,583 0.0 100.0 102.2 100.0

監 査 委 員 費 86,132 0.0 93,669 0.0 95,336 0.0 90.3 98.3 100.0

原 水 及 び 浄 水 費 720,963,821 16.1 685,268,420 15.5 712,269,385 16.2 101.2 96.2 100.0

送 水 費 187,986,520 4.2 192,831,290 4.4 221,620,465 5.0 84.8 87.0 100.0

総 係 費 119,275,694 2.7 154,467,135 3.5 126,255,255 2.9 94.5 122.3 100.0

減 価 償 却 費 2,915,674,639 65.3 2,912,257,476 65.9 2,907,132,624 66.1 100.3 100.2 100.0

資 産 減 耗 費 5,984,647 0.1 3,427,265 0.1 281,767 0.0 2,124.0 1,216.3 100.0

　営  業  外  費  用 505,905,239 11.3 469,950,565 10.6 433,090,713 9.8 116.8 108.5 100.0

支払利息及び企業債
取 扱 諸 費 505,905,239 11.3 469,950,565 10.6 433,090,713 9.8 116.8 108.5 100.0

　特   別   損   失 14,345,000 0.3 － － － － －

そ の 他 特 別 損 失 14,345,000 0.3 － － － － －

162,544,816 － 273,882,370 － △ 84,249,082 － △ 192.9 △ 325.1 100.0

※趨勢比率は平成28年度を基準とした。

※各数値については、地方公営企業会計基準改定後の平成26年度以降を記載した。

      　            年      度 平成27年度

金 額

平成26年度

金 額

平成28年度

金 額

趨  勢  比  率

28年度27年度

当 年 度 純 損 益

26年度

単位:円（消費税抜き）、％
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３　貸借対照表比較

 （１）　資産の部

構 成 構 成 構 成

　　科      目
比 率 比 率 比 率

固    定    資    産 104,345,809,952 92.7 101,577,018,011 92.5 99,183,706,780 92.9 105.2 102.4 100.0

　有 形 固 定 資 産 50,944,023,660 45.3 48,922,019,892 44.6 47,272,346,834 44.3 107.8 103.5 100.0

土 地 779,900,378 0.7 779,900,378 0.7 779,900,378 0.7 100.0 100.0 100.0

建 物 2,930,859,573 2.6 2,844,286,644 2.6 2,757,713,715 2.6 106.3 103.1 100.0

構 築 物 37,502,068,066 33.3 36,647,904,159 33.4 36,157,753,605 33.9 103.7 101.4 100.0

機 械 及 び 装 置 9,464,633,361 8.4 8,329,579,642 7.6 7,194,525,923 6.7 131.6 115.8 100.0

車 両 運 搬 具 4,542,073 0.0 3,881,032 0.0 3,293,991 0.0 137.9 117.8 100.0

工 具 器 具 及 び 備 品 110,144,209 0.1 85,324,037 0.1 60,119,222 0.1 183.2 141.9 100.0

建 設 仮 勘 定 151,876,000 0.2 231,144,000 0.2 319,040,000 0.3 47.6 72.4 100.0

53,401,786,292 47.4 52,654,998,119 47.9 51,911,359,946 48.6 102.9 99.0 100.0

ダ ム 使 用 権 32,430,182,171 28.8 31,686,908,998 28.9 30,943,635,825 29.0 104.8 102.4 100.0

水 利 権 3,575,000 0.0 7,300,000 0.0 6,935,000 0.0 51.6 105.3 100.0

そ の 他 無 形 固 定 資 産 4,858,600 0.0 4,918,600 0.0 4,918,600 0.0 98.8 100.0 100.0

建 設 仮 勘 定 20,963,170,521 18.6 20,955,870,521 19.1 20,955,870,521 19.6 100.0 100.0 100.0

流    動    資    産 8,165,499,986 7.3 8,253,381,222 7.5 7,631,038,856 7.1 107.0 108.2 100.0

現 金 預 金 7,813,516,790 7.0 7,830,893,990 7.1 6,965,216,580 6.5 112.2 112.4 100.0

未 収 金 320,598,996 0.3 330,913,032 0.3 293,559,236 0.3 109.2 112.7 100.0

貯 蔵 品 31,384,200 0.0 37,734,200 0.0 43,193,040 0.0 72.7 87.4 100.0

前 払 金 － 53,840,000 0.0 329,070,000 0.3 － 16.4 100.0

112,511,309,938 100.0 109,830,399,233 100.0 106,814,745,636 100.0 105.3 102.8 100.0

※趨勢比率は平成28年度を基準とした。

※各数値については、地方公営企業会計基準改定後の平成26年度以降を記載した。

   単位:円（消費税抜き）、％

27年度

平成26年度

資 産 合 計

　無 形 固 定 資 産

      　            年      度
平成28年度

26年度金      額

平成27年度

28年度金      額金      額

趨  勢  比  率
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（２）　負債･資本の部
   単位:円（消費税抜き）、％

      　　　年      度

構 成 構 成 構 成

　　科      目
比 率 比 率 比 率

負                  債 69,609,733,751 61.9 66,654,940,676 60.7 63,723,536,161 59.6 109.2 104.6 100.0

　固    定    負    債 21,064,277,513 18.7 19,221,818,823 17.5 17,386,581,081 16.3 121.2 110.6 100.0

21,064,277,513 18.7 19,221,818,823 17.5 17,386,581,081 16.3 121.2 110.6 100.0

　流    動    負    債 2,062,565,573 1.8 1,986,805,790 1.8 1,928,140,685 1.8 107.0 103.0 100.0

1,810,917,793 1.6 1,842,458,689 1.7 1,835,237,742 1.7 98.7 100.4 100.0

235,329,528 0.2 127,598,885 0.1 75,784,120 0.1 310.5 168.4 100.0

14,975,000 0.0 15,318,000 0.0 15,807,000 0.0 94.7 96.9 100.0

1,343,252 0.0 1,430,216 0.0 1,311,823 0.0 102.4 109.0 100.0

　繰    延    収    益 46,482,890,665 41.4 45,446,316,063 41.4 44,408,814,395 41.5 104.7 102.3 100.0

57,591,676,427 51.2 57,602,040,961 52.5 57,611,552,999 53.9 100.0 100.0 100.0

11,108,785,762 9.8 12,155,724,898 11.1 13,202,738,604 12.4 84.1 92.1 100.0

資                  本 42,901,576,187 38.1 43,175,458,557 39.3 43,091,209,475 40.4 99.6 100.2 100.0

　資       本       金 40,556,872,414 36.0 40,556,872,414 36.9 40,556,872,414 38.0 100.0 100.0 100.0

40,556,872,414 36.0 40,556,872,414 36.9 40,556,872,414 38.0 100.0 100.0 100.0

－ － － － － －

　剰       余       金 2,344,703,773 2.1 2,618,586,143 2.4 2,534,337,061 2.4 92.5 103.3 100.0

資  本  剰  余  金 3,639,765,588 3.3 3,639,765,588 3.3 3,639,765,588 3.4 100.0 100.0 100.0

受 贈 資 産 寄 附 金 － － － － － －

国 庫 補 助 金 322,588,193 0.3 322,588,193 0.3 322,588,193 0.3 100.0 100.0 100.0

県 補 助 金 1,863,175,000 1.7 1,863,175,000 1.7 1,863,175,000 1.7 100.0 100.0 100.0

市 町 補 助 金 1,357,028,351 1.2 1,357,028,351 1.2 1,357,028,351 1.3 100.0 100.0 100.0

市 補 助 金 96,974,044 0.1 96,974,044 0.1 96,974,044 0.1 100.0 100.0 100.0

工 事 負 担 金 － － － － － －

1,295,061,815 1.2 1,021,179,445 0.9 1,105,428,527 1.0 117.2 92.4 100.0

1,295,061,815 1.2 1,021,179,445 0.9 1,105,428,527 1.0 117.2 92.4 100.0

112,511,309,938 100.0 109,830,399,233 100.0 106,814,745,636 100.0 105.3 102.8 100.0

※趨勢比率は平成28年度を基準とした。

※各数値については、地方公営企業会計基準改定後の平成26年度以降を記載した。

28年度

趨  勢  比  率平成28年度

金 額

企 業 債

引 当 金

平成26年度

27年度金 額 26年度

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

金 額

負 債 資 本 合 計

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

自 己 資 本 金

企 業 債

平成27年度

当年度未処理欠損金

欠 損 金

借 入 資 本 金
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（１） 水道事業ガイドラインとは

（２） 業務指標とは

目標1　「安全で良質な水」(17項目)　　 →　 13項目

水道水の安全性の向上、良質な水道水の供給

目標2　「安定した水の供給」(57項目)　 →　 43項目

いつでもどこでも安定的な水道水の供給

目標3　「健全な事業経営」(45項目)　　 →　 32項目

健全かつ安定的な事業経営の継続

４ 「水道事業ガイドライン」に基づく業務指標の算出結果

　企業団では、水道サービスのさらなる向上、事業運営の透明性の確保、経営の効率化等を
目指し、「水道事業ガイドライン」に基づく業務指標（PI）について算出した。

水道事業ガイドライン（JWWA Q100）は、水道事業等のサービス内容を定量的に評価する
共通手法として、平成17年1月に日本水道協会の規格として制定、新水道ビジョンの策定や
水質基準などの法令改正等を業務指標（PI）に反映するため、平成28年3月に規格改正され
た。

　業務指標（PI）は、水道サービスの目的を将来にわたって達成し続けるために、「安全で
良質な水」「安定した水の供給」「健全な事業経営」の3つの目標に分類され、119項目の指
標が示されている。
　企業団の算出項目については、用水供給事業体では適用が困難なものや、該当しないもの
を除く88項目について算出した。
　地理的条件など、水道事業体によって置かれている状況が様々であるため、ベンチマーク
の設定はされていない。

※ＰＩ（Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ）
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平均残留塩素濃度 残留塩素濃度合計 ／
残留塩素測定回数

給水栓での残留塩素濃度の平均値を表す指標。

最大カビ臭物質濃度水
質基準比率 (％)

（最大カビ臭物質濃度
／ 水質基準値）× 100

給水栓におけるカビ臭物質濃度の最大値の水質基
準値に対する割合を表す指標。

総トリハロメタン濃度水
質基準比率 (％)

（Σ給水栓の総トリハロ
メタン濃度 ／ 給水栓
数） ／ 水質基準値×

給水栓における総トリハロメタン濃度の水質基準値に
対する割合を示すもので、水道水の安全性を表す指
標の一つ。

有機物（TOC)濃度水質
基準比率 (％)

〔Σ給水栓の有機物
(TOC)濃度 ／ 給水栓
数 ／ 水質基準値 〕×

給水栓における有機物（TOC）濃度の水質基準値に
対する割合を示すもので、水道水の安全性を示す指
標の一つ。

重金属濃度水質基準
比率 (％)

（Σ給水栓の当該重金
属濃度 ／ 給水栓数）
／ 水質基準値 × 100

給水栓における重金属濃度の水質基準値に対する
割合を示すもので、水道水の安全性を表す指標の一
つ。

無機物質濃度水質基
準比率 (％)

（Σ給水栓の当該無機
物質濃度 ／ 給水栓数
）／ 水質基準値 × 100

給水栓における無機物質濃度の水質基準値に対す
る割合を示すもので、水道水の味、色など性状を表
す指標の一つ。

有機化学物質濃度水
質基準比率 (％)

（Σ給水栓の当該有機
化学物質濃度 ／ 給水
栓数 ）／ 水質基準値
× 100

給水栓における有機化学物質濃度の水質基準値に
対する割合を示すもので、原水の汚染状況及び水道
水の安全性を表す指標の一つ。

消毒副生成物濃度水
質基準比率 (％)

（Σ給水栓の当該消毒
副生成物濃度 ／ 給水
栓数 ）／ 水質基準値
× 100

給水栓における消毒副生成物濃度の水質基準値に
対する割合を示すもので、原水の汚染状況及び水道
水の安全性を表す指標の一つ。

農薬濃度水質管理目
標比 (－)

　maxΣ（Xij ／ GVｊ）
給水栓における各農薬濃度と水質管理目標値との比
の合計を示すもので、水源の汚染状況及び水道水の
安全性を表す指標の一つ。

指標の意味
平成

28年度

※A101～A109の「給水栓」は水道用水供給事業においては、「水道用水供給事業者が水道事業者に供給する場所」となります。

水道事業ガイドラインに基づく業務指標（ＰⅠ）の算出結果

⇩

水
質
管
理

番号 業務指標 定義
平成

27年度
目
標

分
類

区
分

安
全
で
良
質
な
水

⇧
○

運
営
管
理

業務
評価

○

○

⇩

○

業務指標評価記号の凡例

ほかの指標と併せて総合評価する

高いほど良い 低いほど良い
白抜き記号・・・・・・・企業団の努力で改善できる指標

塗りつぶし記号・・・・ほかの要因がないと改善できない指標
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指標の意味
平成

28年度
番号 業務指標 定義

平成
27年度

目
標

分
類

区
分

業務
評価

原水水質監視度 (項目) 原水水質監視項目数
水道事業体が原水水質の項目をどの程度検査して
いるかを示しており、水道事業体の水質管理水準を
表す指標の一つ。

配水池清掃実施率 (％)
（５年間に清掃した配水
池有効容量 ／ 配水池
有効容 ）× 100

配水池有効容量に対する５年間に清掃した配水池有
効容量の割合を示すもので、安全で良質な水への取
組み度合いを表す指標。

水源の水質事故件数
(件)

年間水源水質事故件
数

１年間における水源の水質事故件数を示すもので、
水源の突発的水質異常のリスクがどれだけあるかを
表す指標の一つ。

粉末活性炭処理比率
(％)

（粉末活性炭年間処理
水量 ／ 年間浄水量 ）
×100

年間浄水処理量に対する粉末活性炭年間処理水量
の割合を示すもので、原水の汚染状況、水質事故な
どに対する対応を表す指標の一つ。

自己保有水源率 (％)
（自己保有水源水量 ／
全水源水量） ×100

水道事業体が保有する全ての水源量に対する、その
水道事業体が単独で管理し、水道事業体の意思で
自由に取水できる水源量の割合を示すもので、水源
運用の自由度を表す指標の一つ。

取水量１㎥当たり水源
保全投資額 (円/㎥)

水源保全に投資した費
用 ／ 年間取水量

取水量１㎥当たりに対する水質保全に対する投資費
用を示すもので、水道事業体の水質保全への取組
み状況を表す指標の一つ。

施設利用率 (％)
（一日平均配水量 ／
施設能力）×100

施設能力に対する一日平均配水量の割合を示すも
ので、水道施設の効率性を表す指標の一つ。

最大稼働率 (％)
（一日最大配水量 ／
施設能力）×100

施設能力に対する一日最大配水量の割合を示すも
ので、水道施設の効率性を表す指標の一つ。

負荷率 (％)
（一日平均配水量 ／
一日最大配水量）×

一日最大配水量に対する一日平均配水量の割合を
示すもので、水道施設の効率性を表す指標の一つ。

管路点検率 (％)
（点検した管路延長 ／
管路延長）×100

管路延長に対する１年間で点検した管路延長の割合
を示すもので、管路の健全性確保に対する執行度合
いを表す指標の一つ。

バルブ点検率 (％)
(点検したバルブ数 ／
パルブ設置数) × 100

バルブ設置数に対する１年間に点検したバルブ数の
割合を示すもので、管路の健全性確保に対する執行
度合いを表す指標の一つ。

有効率 (％)
(年間有効水量 ／ 年間
配水量) ×100

年間配水量に対する年間有効水量の割合を示すも
ので、水道事業の経営効率性を表す指標の一つ。
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指標の意味
平成

28年度
番号 業務指標 定義

平成
27年度

目
標

分
類

区
分

業務
評価

有収率 (％)
（年間有収水量 ／ 年
間配水量）×100

年間配水量に対する年間有収水量の割合を示すも
ので、水道施設を通して供給される水量が、どの程度
収益につながっているかを表す指標の一つ。

配水池貯留能力 (日)
配水池有効容量 ／ 一
日平均配水量

一日平均配水量に対する配水池有効容量の割合を
示すのもので、給水に対する安定性を表す指標の一
つ。

設備点検実施率 (％)
（点検機器数 ／ 機械・
電気・計装機器の合計
数 ）×100

機械・電気・計装機器の合計数に対する点検機器数
の割合を示すもので、設備の健全性確保に対する点
検割合を表す指標の一つ。

浄水場事故割合 (件/１
０年･箇所)

10年間の浄水場停止事
故件数 ／ 浄水場数

直近１０年間に浄水場が事故で停止した件数を一浄
水場当たりの割合として示すものであり、施設の信頼
性を表す指標の一つ。

事故時断水人口率 (％)
（事故時断水人口 ／
現在給水人口）×100

浄水場などの事故時において給水できない人口の
割合を示しており、水道事業体のシステムの融通性、
余裕度によるサービスの安定性を表す指標の一つ。

管路の事故割合 (件/１
００km)

管路の事故件数 ／（管
路延長 ／ 100）

１年間における導・送・配水管路の事故件数を延長
100km当たりの件数に換算したものであり、管路の健
全性を表す指標の一つ。

基幹管路の事故割合
(件/１００km)

基幹管路の事故件数
／（基幹管路延長 ／
100）

１年間における基幹管路の事故件数を延長100km当
たりの件数に換算したものであり、基幹管路の健全性
を表す指標の一つ。

鉄製管路の事故割合
(件/１００km)

鉄製管路の事故件数
／(鉄製管路延長 ／

１年間における鉄製導・送・配水管路の事故件数を
延長100km当たりの件数に換算したものであり、鉄製
管路の健全性を表す指標の一つ。

非鉄製管路の事故割合
(件/100km)

非鉄製管路の事故件数
／(非鉄製管路延長 ／

１年間における非鉄製導・送・配水管路の事故件数
を延長100km当たりの件数に換算したものであり、非
鉄製管路の健全性を表す指標の一つ。

給水人口一人当たり平
均断水・濁水時間 (時
間)

Σ（断水・濁水時間 ×
断水・濁水区域給水人
口）／ 現在給水人口

現在給水人口に対する断水・濁水時間を示すもので
あり、給水の安定度を表す指標の一つ。

災害対策訓練実施回
数  (回/年)

年間の災害対策訓練実
施回数

１年間に災害対策訓練を実施した回数を示すもの
で、自然災害に対する危機対応性を表す指標の一
つ。

環
境
対
策

配水量１㎥当たり電力
消費量 (kWh/㎥)

電力使用量の合計 ／
年間配水量

配水量１㎥当たりの電力使用量を示すもので、省エ
ネルギー対策への取組み度合いを表す指標の一
つ。
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指標の意味
平成

28年度
番号 業務指標 定義

平成
27年度

目
標

分
類

区
分

業務
評価

配水量１㎥当たり消費
エネルギー (MJ/㎥)

エネルギー消費量 ／
年間配水量

配水量当たりの消費エネルギー量の割合を示すもの
で、省エネルギー対策への取組み度合いを表す指
標の一つ。

配水量１㎥当たり二酸
化炭素（CO2）排出量
(g・CO2/m3)

（二酸化炭素(CO2)排
出量 ／ 年間配水量）
× 10＾6

年間配水量に対する総二酸化炭素（CO2）排出量で
あり、環境保全への取組み度合いを表す指標の一
つ。

再生可能エネルギー利
用率 (％)

（再生可能エネルギー
設備の電力使用量 ／
全施設の電力使用量）
× 100

全施設の電力使用量に対する再生可能エネルギー
の利用の割合を示すもので、環境負荷低減に対する
取組み度合いを表す指標の一つ。

浄水発生土の有効利用
率 (％)

（有効利用土量 ／ 浄
水発生土量）× 100

浄水発生土量に対する有効利用土量の割合を示す
もので、環境保全への取組み度合いを表す指標の一
つ。

建設副産物のリサイク
ル率 (％)

（リサイクルされた建設
副産物量 ／ 建設副産
物発生量）× 100

水道事業における工事などで発生する建設副産物
のうち、リサイクルされた建設副産物量の割合を示す
もので、環境保全への取組み度合いを表す指標の一
つ。

ダクタイル鋳鉄管・鋼管
率 (％)

［（ダクタイル鋳鉄管延
長＋鋼管延長） ／ 管
路延長］ ×100

全管路延長に対するダクタイル鋳鉄管・鋼管の割合
を示すもので、管路の母材強度に視点を当てた指標
の一つ。

管路の新設率 (％)
（新設管路延長 ／ 管
路延長）×100

管路延長に対する１年間に新設した管路延長の割合
を示すもので、管路整備度合いを表す指標の一つ。

法定耐用年数超過浄
水施設率 (％)

（法定耐用年数を超え
ている浄水施設能力 ／
全浄水施設能力）×

全浄水施設能力に対する法定耐用年数を超過した
浄水施設の浄水能力の割合を示すもので、施設の老
朽化度及び更新の取組み状況を表す指標の一つ。

法定耐用年数超過設
備率 (％)

（法定耐用年数を超え
ている機械･電気・計装
設備などの合計数 ／
機械･電気･計装設備な
どの合計数）× 100

水道施設に設置されている機械・電気・計装設備の
機器合計数に対する法定耐用年数を超えている機
器数の割合を示すものであり、機器の老朽度、更新
の取組み状況を表す指標の一つ。

法定耐用年数超過管
路率 (％)

（法定耐用年数を超え
ている管路延長 ／ 管
路延長）×100

管路の延長に対する法定耐用年数を超えている管
路の割合を示すものであり、管路の老朽化度、更新
の取組み状況を表す指標の一つ。

管路の更新率 (％)
（更新された管路延長
／ 管路延長）×100

管路の延長に対する更新された管路延長の割合を
示すもので、信頼性確保のための管路更新の執行度
合いを表す指標の一つ。

管路の更生率 (％)
（更生された管路延長
／ 管路延長）× 100

管路の延長に対する更生を行った管路の割合を示
すもので、信頼性確保のための管路維持の執行度合
いを表す指標の一つ。
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指標の意味
平成

28年度
番号 業務指標 定義

平成
27年度

目
標

分
類

区
分

業務
評価

系統間の原水融通率
(％)

（原水融通能力 ／ 全
浄水施設能力）×100

全浄水施設能力に対する他系統からの融通可能な
原水水量の割合を示すものであり、水運用の安定
性、柔軟性、及び危機対応性を表す指標の一つ。

浄水施設の耐震化率
(％)

（耐震対策の施された
浄水施設能力 ／ 全浄
水施設能力）×100

全浄水施設能力に対する耐震対策が施されている
浄水施設能力の割合を示すもので、地震災害に対
する浄水処理機能の信頼性・安全性を表す指標の
一つ。

浄水施設の主要構造物
耐震化率 (％)

〔(沈でん・ろ過を有する
施設の耐震化浄水施設
能力＋ろ過のみ施設の
耐震化浄水施設能力）
／ 全浄水施設能力〕
×100

浄水施設のうち主要構造物である、沈でん池及びろ
過池に対する耐震対策が施されている割合を示すも
ので、Ｂ602（浄水施設の耐震化率）の進捗を表す指
標。

ポンプ所の耐震化率
(％)

(耐震対策の施されたポ
ンプ所能力 ／ 耐震化
対象ポンプ所能力）×

耐震化対象ポンプ所能力に対する耐震対策が施さ
れたポンプ所能力の割合を示すもので、地震災害に
対するポンプ施設の信頼性・安全性を表す指標の一
つ。

配水池の耐震化率 (％)

（耐震対策の施された
配水池有効容量 ／ 配
水池等有効容量）×

全配水池容量に対する耐震対策の施された配水池
の容量の割合を示すもので、地震災害に対する配水
池の信頼性・安全性を表す指標の一つ。

管路の耐震管率 (％)
（耐震管延長 ／ 管路
延長）×100

導・送・配水管（配水支管を含む）全ての管路の延長
に対する耐震管の延長の割合を示すもので、地震災
害に対する水道管路網の安全性、信頼性を表す指
標の一つ。

基幹管路の耐震管率
(％)

(基幹管路のうち耐震管
延長 ／ 基幹管路延
長）×100

基幹管路の延長に対する耐震管の延長の割合を示
すものであり、地震災害に対する基幹管路の安全
性、信頼性を表す指標の一つ。

基幹管路の耐震適合率
(％)

(基幹管路のうち耐震適
合性のある管路延長 ／
基幹管路延長）×100

基幹管路の延長に対する耐震適合性のある管路延
長の割合を示すもので、B606（基幹管路の耐震管
率）を補足する指標。

停電時配水量確保率
(％)

（全施設停電時に確保
できる配水能力 ／ 一
日平均配水量）×100

一日平均配水量に対する全施設が停電した場合に
確保できる配水能力の割合を示すものであり、災害
時・広域停電時における危機対応性を表す指標の一
つ。

薬品備蓄日数 (日)

（平均凝集剤貯蔵量 ／
凝集剤一日平均使用
量）又は（平均塩素剤貯
蔵量 ／ 塩素剤一日平
均使用量）

浄水場で使う薬品の平均貯蔵量に対する一日平均
使用量の割合を示すもので、災害に対する危機対応
力を表す指標の一つ。

燃料備蓄日数 (日)
平均燃料貯蔵量 ／ 一
日燃料使用量

停電時においても自家発電設備で浄水場の稼働を
継続できる日数を示すもので、災害時の対応性を表
す業務指標の一つ。

健
全
な
事
業
経
営

財
務

健
全
経
営

営業収支比率 (％)
〔（営業収益 － 受託工
事収益） ／ （営業費用
－ 受託工事費）〕×100

営業収益の営業費用に対する割合を示すもので、水
道事業の収益性を表す指標の一つ。
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指標の意味
平成

28年度
番号 業務指標 定義

平成
27年度

目
標

分
類

区
分

業務
評価

経常収支比率 (％)
［（営業収益 ＋ 営業外
収益） ／ （営業費用 ＋
営業外費用）］×100

経常費用が経常収益によってどの程度賄われている
かを示すもので、水道事業の収益性を表す指標の一
つ。

総収支比率 (％)
（総収益 ／ 総費用）× 総費用が総収益によってどの程度賄われているかを

示すもので、水道事業の収益性を表す指標の一つ。

累積欠損金比率 (％)
［累積欠損金 ／ （営業
収益 － 受託工事収
益）］×100

受託工事収益を除く営業収益に対する累積欠損金
の割合を示すもので、水道事業経営の健全性を表す
指標の一つ。

繰入金比率（収益的収
入分） (％)

（損益勘定繰入金  ／
収益的収入）×100

収益的収入に対する損益勘定繰入金の依存度を示
しており、事業の経営状況を表す指標の一つ。

繰入金比率（資本的収
入分） (％)

（資本勘定繰入金 ／
資本的収入計）×100

資本的収入に対する資本勘定繰入金の依存度を示
しており、事業の経営状況を表す指標の一つ。

職員一人当たり給水収
益 (千円/人)

給水収益 ／ 損益勘定
所属職員数

損益勘定職員一人当たりの給水収益を示すもので、
水道事業における生産性について給水収益を基準と
して把握するための指標の一つ。

給水収益に対する職員
給与費の割合 (％)

（職員給与費 ／ 給水
収益）×100

給水収益に対する職員給与費の割合を示すもので、
水道事業の収益性を表す指標の一つ。

給水収益に対する企業
債利息の割合 (％)

（企業債利息 ／ 給水
収益）×100

給水収益に対する企業債利息の割合を示すもので、
水道事業の効率性及び財務安全性を表す指標の一
つ。

給水収益に対する減価
償却費の割合 (％)

（減価償却費 ／ 給水
収益）×100

給水収益に対する減価償却費の割合を示すもので、
水道事業の収益性を表す指標の一つ。

給水収益に対する建設
改良のための企業債償
還元金の割合 (％)

（建設改良のための企
業債償還元金 ／ 給水
収益）×100

給水収益に対する建設改良のための企業債償還元
金の割合を示すもので、建設改良のための企業債償
還元金が経営に及ぼす影響を表す指標の一つ。

給水収益に対する企業
債残高の割合 (％)

（企業債残高 ／ 給水
収益）× 100

給水収益に対する企業債残高の割合を示すもので、
企業債残高が規模及び経営に及ぼす影響を表す指
標の一つ。

料金回収率 (％)
（供給単価 ／ 給水原
価）× 100

給水原価に対する供給単価の割合を示すもので、水
道事業の経営状況の健全性を表す指標の一つ。
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指標の意味
平成

28年度
番号 業務指標 定義

平成
27年度

目
標

分
類

区
分

業務
評価

供給単価 (円/㎥)
給水収益 ／ 年間総有
収水量

有収水量１㎥当たりの給水収益の割合を示すもの
で、水道事業でどれだけの収益を得ているかを表す
指標の一つ。

給水原価 (円/㎥)

［経常費用 －(受託工
事費 ＋ 材料及び不用
品売却原価 ＋ 附帯事
業費 ＋長期前受金戻
入 )］ ／ 年間有収水量

有収水量１㎥当たりの経常費用（受託工事費等を除
く）の割合を示すもので、水道事業でどれだけの費用
がかかっているかを表す指標の一つ。

流動比率 (％)
（流動資産 ／ 流動負
債）× 100

流動負債に対する流動資産の割合を示すものであ
り、事業の財務安全性を表す指標の一つ。

自己資本構成比率 (％)

［（資本金 ＋ 剰余金 ＋
評価差額など ＋ 繰延
収益 ）／ 負債･資本合
計］×100

総資本（負債及び資本）に対する自己資本の割合を
示しており、財務の健全性を表す指標の一つ。

固定比率 (％)

［固定資産 ／（資本金
＋ 剰余金 + 評価差額
など ＋ 繰延収益）］×

自己資本に対する固定資産の割合を示すものであ
り、財務の安全性を表す指標の一つ。

企業債償還元金対減
価償却費比率 (％)

（建設改良のための企
業債償還元金 ／ 当年
度減価償却費）× 100

当年度減価償却費に対する企業債償還元金の割合
を示すもので、投下資本の回収と再投資との間のバ
ランスを見る指標。

固定資産回転率 (回)

（営業収益 － 受託工
事収益）／ ［（期首固定
資産 ＋ 期末固定資
産）／ ２］

固定資産（年度平均）に対する営業収益の割合を示
すものであり、１年間に固定資産額の何倍の営業収
益があったかを示す指標。

固定資産使用効率 (㎥
/万円)

年間配水量 ／ 有形固
定資産

有形固定資産に対する年間総配水量の割合を示す
もので、施設の使用効率を表す指標の一つ。

水道技術に関する資格
取得度 (件/人)

職員が取得している水
道技術に関する資格数
／ 全職員数

職員が取得している水道技術に関する資格数の全
職員に対する割合を示すもの。

外部研修時間 (時間/
人)

（職員が外部研修を受
けた時間 × 受講人数）
／ 全職員数

職員一人当たりの外部研修の受講時間を表すもの
で、技術継承及び技術向上への取組状況を表す指
標の一つ。

内部研修時間 (時間/
人)

（職員が内部研修を受
けた時間 × 受講人数）
／ 全職員数

職員一人当たりの内部研修の受講時間を表すもの
で、技術継承及び技術向上への取組状況を表す指
標の一つ。

技術職員率 (％)
（技術職員数 ／ 全職
員数） × 100

全職員数に対する技術職員の割合を示すもので、技
術面での維持管理体制を表す指標の一つ。
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指標の意味
平成

28年度
番号 業務指標 定義

平成
27年度

目
標

分
類

区
分

業務
評価

水道業務平均経験年
数 (年/人)

職員の水道業務経験年
数 ／ 全職員数

全職員の水道業務平均経験年数を表すもので、人
的資源としての専門技術の蓄積度合いを表す指標
の一つ。

国際協力派遣者数
(人･日)

Σ(国際協力派遣者数
× 滞在日数)

国際協力に派遣された人数とその滞在日数の積で、
国際協力への関与の度合いを表す指標の一つ。

国際協力受入者数
(人･日)

Σ(国際協力受入者数
× 滞在日数)

受け入れた海外の水道関係者の人数と滞在日数の
積で、国際協力への関与の度合いを表す指標の一
つ。

業
務
委
託

浄水場第三者委託率
(％)

（第三者委託した浄水
場の浄水施設能力 ／
全浄水施設能力）×

全浄水場の浄水施設能力のうち、第三者に委託して
いる浄水場の浄水施設能力の割合を示すもので、第
三者委託の導入状況を表す指標の一つ。

インターネットによる情
報の提供度 (回)

ウェブページへの掲載
回数

インターネット（ウェブページ）による水道事業の情報
発信回数を表すもので、お客さまへの事業内容の公
開度合いを表す指標の一つ。

水道施設見学者割合
(人/1000人)

見学者数 ／ （現在給
水人口 ／ 1000）

給水人口に対する水道施設見学者の割合を示すも
ので、お客さまとの双方向コミュニケーションの推進
度合いを表す指標の一つ。

意
見
収
集

アンケート情報収集割
合 (人/1000人)

アンケート回答人数 ／
（現在給水人口 ／
1000）

給水人口に対する1年間に実施したアンケート調査
に回答した人数の割合を示し、お客さまのニーズの
収集実行度を表す指標の一つ。
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